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〔論文要旨〕
本研究は，分離型里帰り分娩を行った夫婦が里帰り分娩後のサポートをどのようなサポート源から受けているか

実態を明らかにし，その夫婦へのサポートについて検討することを目的とする。研究対象者は20歳以上の初産婦で
分離型里帰り分娩を行う夫婦27組で，産後の里帰り分娩中・後（産後６�月，12�月）のサポート源について調べた。
その結果，里帰り分娩開始時（妊娠中）に産後に期待するサポート数と里帰り分娩後（産後６�月，12�月）のサ
ポート源の数を時期別に比較すると，夫のみ産後６�月のサポート源の数が産後12�月のサポート源の数よりも有
意に多かった。里帰り分娩中の産後に期待するサポート源で最も多いものは実母だったが，里帰り分娩後は配偶者
が最も多かった。里帰り分娩後に希望するサポート内容は，夫婦ともに﹁育児に関する施設・場﹂が最も多かった。
里帰り分娩後もサポート源は親族であることがわかったが，主なサポート源は夫婦ともに配偶者となっており，医
療者は里帰り分娩を終えた夫婦に専門職者として継続的に適切な援助を行いつつ，産後のサポートやサービスにつ
いての情報提供を行うことが重要である。
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Ⅰ．緒　　　言

里帰り分娩（または里帰り出産）は日本の産育風俗
の一つであり，現在でも多くの夫婦が行っている。里
帰り分娩のメリットとして，夫以外の両親や祖母など
の援助が受けられる，妊娠や分娩に関する妊婦の不安
や恐怖が解消する，育児や新生児の扱いの経験がある
母親から直接教えてもらえるなどがあるが，その一方
でデメリットとして，親や実家に対し依存性が高くな
る，父子関係や夫婦関係に問題を与えやすい，母親学
級や新生児以降の一貫した指導などが受けにくい，な
どが挙げられている1）。特に分娩前後に居住地が変わ
る里帰り分娩の夫婦は，﹁健やか親子21（第二次）﹂の
基盤課題 A（切れ目のない妊産婦・乳幼児への保健
対策）の対策として実施されている新生児訪問指導等

を受けるにあたり問題が指摘されている2,3）。
また，大賀の里帰り分娩の研究に関する総説4）では，

里帰り分娩（里帰り出産）という概念のあいまいさや
定義の不明確さとともに，里帰り分娩が及ぼす親役割
の獲得や家族の発達に関する研究の少なさも指摘され
ている。この大賀の総説が掲載されて以降，約10年が
経過しているものの，里帰り分娩に関する研究のほと
んどは依然として里帰り分娩中の妊婦・褥婦を対象に
したものであり，里帰り分娩終了後の夫婦へのサポー
ト状況に関して調査した研究はほとんどみられていな
い。特に里帰り分娩中に一定期間夫婦が別居していた
場合，里帰り分娩後に共に暮らすことで役割や権力構
造，境界線などの再定義を含むその関係や家族ダイナ
ミックスを再統合し，しばしば満たされない期待への
遭遇5）という懸念が生じ，産後の親役割の獲得や新し
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い家族構成にマイナスな影響を及ぼす可能性が疑われ
る。そのため，適切なサポートを受けられることで育
児不安を和らげ，育児支援において必要なサポートを
受けることは親にとって大切である6）。

そこで，本調査は分離型里帰り分娩を行った夫婦が
里帰り分娩後にどのようなサポート源から産後のサ
ポートを受けているか実態を明らかにし，その夫婦へ
の育児サポートについて検討することを目的とする。

Ⅱ．用語の説明

分離型里帰り分娩：品川ら7）や大賀ら8）による伝統的
里帰り分娩の定義を参考に﹁妻が妊娠中から里帰りの
ため夫と別々に暮らし週２回以上会えない，産後１�
月までは里帰り分娩を続ける﹂とした。

Ⅲ．研 究 方 法

１．方法と対象

本論文は，分離型里帰り分娩に関する縦断研究﹁分
離型里帰り分娩の実情とサポートシステム﹂（研究期
間は平成24年７月～平成27年11月）の一部である注）。
本研究対象者の包含基準は，①結婚している20歳以上
の初産婦の日本人夫婦，②産後１�月までは分離型里
帰り分娩を続ける，③里帰り分娩先（妻のいる場所）
か夫婦の家（夫のいる場所）のどちらかにコンピュー
ターとインターネット環境がある，④夫，妻，里帰り
先の家族サポーター（里帰り分娩を受け入れる家族）
の３人一組が研究に参加できる，⑤妊娠28～35週にあ
る（ただし，１回目の質問紙に回答できる場合は妊娠
35週以降でも参加可能）であり，除外基準は，研究の
問い合わせ時に妊婦が周産期合併症のため入院してい
る（切迫早産など），または胎児および新生児合併症
が疑われている場合（胎児奇形など）である。研究参
加者の募集は，主に本研究の趣旨を理解しご協力いた

だけた医療機関（産科 / 産婦人科外来），マタニティ
サイトや研究ホームページなどのインターネット媒体
で全国的に行われた。

分離型里帰り分娩における各々の経験を把握するた
め，夫婦より個別にデータを収集した。本調査で使用
するデータは，妊娠中，産後６�月，12�月に行った
アンケートで郵送法にて回収した。

２．データ内容・分析方法

調査内容は，研究対象者の属性，里帰り分娩を選択
した理由，産後の里帰り分娩中・後のサポート源，里
帰り分娩後に希望するサポート源についてである。サ
ポート源の選択肢にあたっては，Barrera9）が３次元
の分類したソーシャルサポート（①社会的ネットワー
ク：社会的ネットワークを構成する成員間の緊密性な
どの人間関係の構造，②知覚されたサポート：他者か
ら援助を受ける可能性に対する期待，③実行サポート：
他者から実際に受けた援助）10）を参考に，産後の里帰
り分娩中・後のサポート状況の把握として①～③のサ
ポートに関連すると考えられるサポート源―提供者ま
たは施設（配偶者，妻 / 夫の母，妻 / 夫の父，妻 / 夫
の兄弟・姉妹，友人，病院・クリニック，保健センター，
市役所・区役所，その他）を提示し複数回答とした（妊
娠中，産後６�月，12�月）。また里帰り分娩後に希
望するサポートの内容は自由記載とし，研究参加者の
意見を回収した（産後６�月，12�月）。分析方法は，
量的データは記述統計，マン・ホイットニーの U 検定，
ウィルコクスンの符号付き順位検定で，p＜ .05を有
意差ありとし，データ分析には SPSS�ver.21を使用し
た。質的データ（自由記載）は NVivo�ver.11を使用し，
質的記述的分析を行った。

注）﹁分離型里帰り分娩の実情とサポートシステム﹂の研究結果から論文５編が発表されているが，いずれも本論文の内
容との重複はない。文献23）は，committee�approach を用いた Primary�Communication� Inventory�（PCI）の翻訳方法
および日本語版 PCI の信頼性が確保されたことを説明している。文献24）は，分離型里帰り分娩中の夫婦関係と夫婦の
会話の満足度へのビデオ会話の効果について検討し，ビデオ会話の利用が里帰り分娩の夫婦関係への明らかな効果を
示しているとは言い切れないものの，視覚情報の提供などが一助となる可能性を示唆している。文献25）は，分離型里
帰り分娩を行った夫婦と里帰りを受け入れた家族サポーターの経験から里帰り分娩の実際を調べ，看護職者が現在の
里帰り分娩の現状についての情報提供をすることが里帰り分娩を検討している夫婦や家族にとって出産場所の選択を
する際の一助になると考えられた。文献26）は，分離型里帰り分娩を経験した夫婦とその夫婦を支えた家族サポーター
の思いからその支援について検討した結果，看護職者は夫婦・家族関係，夫婦・家族の状況の確認など里帰り分娩に
関わる家族全員への支援を行う必要があることがわかった。文献27）は，里帰り分娩中・後の父子の絆と父親役割への
移行へのビデオ会話の効果について検討し，ビデオ会話は完全に対面して行うような相互作用を担うことはできない
が，仮想共同空間（virtual�co︲presence）を提供することで父子の絆や父親役割への移行をサポートする可能性があ
ることを示唆している。
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３．倫理的配慮

本研究は，京都大学大学院医学研究科・医学部およ
び医学部附属病院医の倫理委員会（E1427）の承認を
受けた。研究対象者は書面での同意が得られた場合の
み研究参加とし，研究への参加はいつでも中断できる
ことを説明した。また，特に分娩後の研究参加継続に
ついては，出産後２週間以内に出産お知らせ手紙にて
再度確認した。研究参加の謝礼として，回答を得るご
とに QUO カード（1,000円分）を支払った。

Ⅳ．結　　　果

１．研究参加者の概要

本研究には81人から問い合わせがあり，うち最後ま
で研究参加したのは27組の初産婦夫婦であった（参加
率33.3％）。夫の平均年齢は31.7歳，妻は31.4歳で，全
員が核家族，夫婦の結婚年数は平均2.6±1.5年，夫は
全員正職員であり，妻は無職（主婦）が63.0％，正職
員が18.5％であった。

参加者すべての里帰り先は妻の実家であった。自
宅と里帰り先の位置関係は県外が85.2％，県内が
14.8％で，その距離を車での移動時間として表すと
平均は5.8±4.6時間であった。里帰り分娩期間は平均
97.8±28.7日，里帰り分娩の終了時期は産後平均2.0±
0.7�月であった。里帰り分娩を選択した理由は，夫
婦ともにサポートの問題（妻へのサポートの必要性；
妻の実家だとサポートがある，夫からのサポートが
難しい，近くに家族・親戚・友人がいないなど）や
妻側の要因（親・きょうだいが近くにいることによ
る安心感，初産であることによる心配・不安など）
が主に挙げられていた。そのほかの意見として，環
境要因（夫婦の実家が同じ・近い，よく知っている
地元の方が安心，現在住んでいる場所の情報がない），
医療機関の選択（より良い医療機関がある，知って
いる産婦人科等の病院が実家の近くにある，希望す
る分娩様式が可能），当たり前だと思った，親孝行，

他人からの助言，夫の要因（夫への配慮，夫の自由
になりたいという気持ち）などがあった。

２．里帰り分娩中・後のサポート状況

本研究に参加した里帰り分娩の夫婦は，妊娠中から
里帰りが終了する産後まで夫婦が別々に暮らしていた
ため，夫婦別に結果を表す。ただし，妊娠中の設問に
対し夫１人は無回答であった。

はじめに，里帰り分娩開始時（妊娠中）に産後に期
待するサポート源の数と里帰り分娩後（６�月，12�
月）のサポート源の数を夫婦で比較してみると，里帰
り分娩開始時に産後に期待するサポート源の数と産後
６�月のサポート源の数は夫の方が妻より多いが，産
後12�月では妻の方が夫より多かった。夫のサポート
源の数は時系列に少なくなっているが，妻のサポー
ト源の数は産後６�月が最も低くなっている。しか
し，各時期の夫婦のサポート源の数に有意差はみられ
なかった（表１）。また，里帰り分娩開始時（妊娠中）
に産後に期待するサポート源の数と里帰り分娩後（６
�月，12�月）のサポート源の数を時期別に比較し
てみると，夫のみ産後６�月と産後12�月で有意差
がみられ（Z＝－ 1.994，p＜ .046），産後６�月のサ
ポート源の数が産後12�月のサポート源の数よりも
多かった（表２）。

次に，夫婦別の里帰り分娩開始時（妊娠中）に，産
後に期待するサポート内容と里帰り分娩終了後の産

表１　里帰り分娩開始時に産後に期待するサポート源の
　　　数と里帰り分娩後のサポート源の数（夫婦別）

平均�（S.D.） 範囲 p

妊娠中
夫（n=26） 5.31�（2.62） 2～11

.75
妻（n=27） 4.81�（1.71） 2～10

産後６�月
夫（n=27） 4.22�（2.33） 1～8

.56
妻（n=27） 3.89�（2.33） 1～9

産後12�月
夫（n=27） 3.37�（2.17） 1～8

.24
妻（n=27） 4.22�（2.68） 1～10

マン・ホイットニーの U 検定

表２　里帰り分娩開始時に産後に期待するサポート源の数と
　　　　　里帰り分娩後のサポート源の数（時期別）

夫 妻
n 平均�（S.D.） p n 平均（S.D.） p

妊娠中 26 5.31�（2.62） .069

.046

27 4.81�（1.71） .064

.585
産後６�月 27 4.22�（2.33） 27 3.89�（2.33）
産後12�月 27 3.37�（2.17） 27 4.22�（2.68）

ウィルコクスンの符号付き順位検定
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後６�月・12�月の内容を見ていく。里帰り分娩開
始時（妊娠中）に産後に期待するサポート源は，夫
婦ともに﹁妻の母﹂，﹁配偶者﹂，﹁妻の父﹂が主なも
のであったが，﹁妻の母﹂の割合は﹁配偶者﹂よりも

高かった。里帰り分娩終了後の産後６�月・12�月で
は，夫婦ともに﹁配偶者﹂がほとんどであり（６�月：
夫92.6％，妻100.0％・12�月：夫96.3％，妻100.0％），
次いで﹁妻の母﹂（６�月：夫63.0％，妻55.6％・12�
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図１　里帰り分娩終了後前後のサポート源
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図２　里帰り分娩後に希望するサポートの内容
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月：夫，妻59.3％）であった。また，特に妻では里帰
り分娩開始時（妊娠中）に産後に期待するサポート源
として，﹁病院・クリニック﹂が﹁保健センター﹂や﹁市
役所・区役所﹂に比べ高い割合を示していたが，産後
６�月・12�月ではその割合は逆転していた。加えて

﹁その他﹂の割合が経時的に高くなっていた（図１）。
産後６�月・12�月のサポート内容から主なサポー

ト源を３つ挙げてもらうと，産後６�月の夫婦で最
も多かったものは﹁配偶者﹂（夫85.2％，妻100.0％）
で，次いで﹁妻の母﹂（夫48.2％，妻55.6％），﹁妻の父﹂

（夫25.9％，妻14.8％）であったが，﹁妻の父﹂と同率
で夫のみ﹁病院・クリニック﹂（25.9％），妻のみ﹁保
健センター﹂，﹁その他﹂（14.8％）がみられた。また
産後12�月では，最も多かったものは﹁配偶者﹂（夫
92.6％，妻96.3％），﹁妻の母﹂（夫48.2％，妻48.2％）
と夫婦で同じ結果であったが，次の割合は夫のみ﹁妻
の父﹂，﹁夫の母﹂（18.2％），妻のみ﹁その他﹂（25.9％）
であった。

産後６�月・12�月に里帰り分娩後に希望するサ
ポートの内容について聞いたところ，夫婦ともに最も
多い意見は﹁育児に関する施設・場﹂で，次いで﹁行
政機関からのサポート﹂，さまざまな﹁サービス﹂（子
どものお世話を代わってくれる，無料で食事や掃除に
来てくれる，定期的に様子を見に訪問してくれる，プ
ロフェッショナルによるもの，気軽に手軽に医学アド
バイスを受けられる，高校・大学生と産後の親をつな
げる）がみられた。また，﹁特になし﹂という回答は
産後６�月では夫婦ともにみられたが，産後12�月で
は妻のみであった。少数意見では，夫は﹁社会制度﹂
や﹁勤務先﹂，妻は﹁内職﹂がみられた（図２）。

Ⅴ．考　　　察

本研究参加者の夫婦の年齢（第１子出生の父母の平
均年齢）や結婚年数（父母が結婚生活に入ってから第
１子出生までの平均同居期間）を最新データ（平成28
年度統計）と比較してみると，どちらもほぼ日本の平
均（第１子出生の平均年齢は父が32.8歳，母は30.7歳，
父母が結婚生活に入ってから第１子出生までの平均同
居期間は2.42年）であった11）。しかし職業に関してみ
ると，本研究参加者は共働き世帯の割合が37％であり，
平成30年度の共働き世帯の状況（男性雇用者と無業の
妻からなる世帯606/ 雇用者の共働き世帯1,219；66.8％
が共働き世帯）12）に比べ共働きの割合は低かった。

１．里帰り分娩終了後のサポート源の実際

里帰り分娩中の産後に期待するサポート源は，里帰
り分娩の目的と一致した里帰り先の家族，特に実母か
らのサポート支援であり，里帰り分娩の先行研究で示
された産後サポートの主な支援者の結果とほぼ同じも
のであった4，13）。

里帰り分娩を終了した後の産後６�月・12�月のサ
ポート源は，里帰り分娩中の産後に期待されるサポー
ト源として実母の割合が配偶者（夫 / 妻）よりも高かっ
たものの，産後６�月・12�月では配偶者（夫 / 妻）
が実母に比べ明らかに高くなっていた。しかし，里帰
り分娩後であっても里帰り分娩中と同様に，約６割が
妻の母，約４割が夫の母や妻の父からサポートを受け
ており，里帰り中・後においても家族，特に夫婦の両
親が産後のサポート源であることが明らかとなった。
里帰り分娩に関する研究ではないが，星が行った第４
回全国家庭動向調査のうち，研究対象者にあたる女性
6,870人を対象とした第１子が１歳未満の育児期のサ
ポートネットワークに対する研究結果14）においても，
第１子出産時の妻の身の回りの世話をしたのは﹁自分
の親﹂（79.8％），﹁夫﹂（50.8％），﹁夫の親﹂（13.9％），
育児期に１歳未満の第１子の世話をするのは﹁自分の
親﹂（44.0％），﹁夫﹂（35.8％），﹁頼る人がいない﹂（31.8％）
といった結果がみられており，里帰り分娩の有無を問
わず産後１年までの育児では親族ネットワークが重要
であることがわかった。しかし，夫の存在は育児参加
が大きいほど頼る人がいない状況が回避される傾向に
あり，世話の担い手に親が含まれるかどうかは居住距
離に左右される部分が大きいとの指摘もあり14），里帰
り分娩終了後に親からの援助が里帰り分娩中のように
受けられる可能性は低くなることで，本研究でも主な
サポート源が里帰り分娩中（夫婦が別居）の親から里
帰り分娩終了後（夫婦が同居）に配偶者に移行したこ
とは当然な結果であることが頷ける。

また産後６�月と12�月のサポート源の数を比べて
みると，夫は経時的にサポート源の数が少なくなり産
後６�月のサポート源の数が産後12�月のサポート源
の数よりも有意に多かったが，妻は産後６�月が低く
産後12�月に数が増えていた（表１）。この夫婦のサ
ポート源の数の推移についてその背景を考えてみる
と，夫は里帰り分娩中・後で生活環境の変化がなく（実
家からの移動などがなく仕事を続けている），また里
帰り分娩後で新しい家族構成や生活のために奮闘する
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妻のサポートのために，意欲的に産後のサポート源を
模索したのではないかと推察される。対照的に妻は，
里帰り分娩を終了し夫婦のみで子育てが始まった産後
６�月では特に自宅で子育てをしており，外出したり
自ら情報を収集する余裕がなかったのではないかと考
えられる（表１，２）。星は，専業主婦は子育てにおい
て専門機関に頼ることができず（頼らない）自分以
外に頼る先を見つけにくい傾向がある14）と示唆してお
り，本研究参加者の妻の63.0％が無職（専業主婦）で
あったことが，よりその傾向を示した可能性がある。
しかし産後12�月になると，夫婦での子育て生活が安
定してきたためと第１子の成長・発達により育児の量
と質の変化のためか，﹁育児に関する施設・場﹂や﹁（さ
まざまな）サービス﹂などの非親族サポートの模索を
求めることができるようになったのではないかと思わ
れる（図２）。このような傾向は星14）の縦断調査結果
の﹁１歳未満の第１子の世話﹂と﹁１歳から３歳の第
１子の世話﹂のサポート源の比較においても，非親族
サポートである﹁公共機関等﹂が﹁１歳未満の第１子
の世話﹂（7.5％）だったものが﹁１歳から３歳の第１
子の世話﹂（20.9％）となっていることからも読み取
れる。特に，﹁その他﹂のサポート源では産後12�月
は産後６�月に比べ夫婦ともに明らかに多くなった一
方，﹁病院・クリニック﹂，﹁保健センター﹂，﹁市役所・
区役所﹂の割合は少なくなり（図１），育児等に関す
る専門的なサポートから一般的なサポートやサービス
の提供を求めていったのではないかと考えられる。

２．里帰り分娩終了後の夫婦へのサポートについての検討

分娩後の母親へのサポートが重要であることは言う
までもないことであるが，特に分娩後１�月間は母親
の育児不安が強く，母親のメンタルヘルスのみならず
子どもの健やかな発育や発達にとってサポートが必要
とされる15）。

本研究の里帰り分娩夫婦のように，里帰り分娩中に
夫婦が別々に暮らし，産後２～３�月で里帰り分娩を
終了し夫婦が同居し新しい家族形成を始める場合，里
帰り先の親や家族のサポートが得られる里帰り分娩中
よりも家族からのサポートが簡単に受けられにくくな
り，里帰り分娩終了後の方が夫婦関係等への影響が懸
念される。特に第１子の育児は夫婦ともに不安やスト
レスが高くなるため，十分なサポートが必要となる。
産後１�月の女性を対象にした松永16）や鵜山ら17）の研

究では，里帰り分娩の定義は明確ではないものの里帰
りした場合とそうでない場合，里帰りすることにより
家事などの日常生活への手助け（家事や育児）などの
産後のサポートが得られていた。また久保らの里帰り
分娩前後の父子関係・父性・夫婦関係に与える影響に
ついて196人の父親を対象に行った縦断研究（産後４
�月，１年後，２年後にアンケート実施）では，里帰
り分娩を行った父親は里帰り分娩をしなかった父親に
比べ父親としての実感が低く，子どもに対する感情や
子育てに対して孤独や焦燥感を持ち，夫婦関係におい
ても不満足感や不安定さがある18）と述べている。里帰
り分娩の研究ではないが，高木の産後２～３�月の母
親の精神的健康とパートナーのソーシャルサポートと
の関連についての研究（対象者は第１子を出産した
産後２～３�月の核家族の夫婦162組）では，パート
ナーのサポートに対する夫婦の総合評価の一致・不一
致が母親の精神的健康と関連する19）と示唆している。
里帰り分娩後のサポート源として配偶者が主となる場
合，夫婦は里帰り分娩中よりも各々の役割に加え，新
たに親役割を獲得しなければならないためお互いに忙
しく，一緒に暮らしているにもかかわらず里帰り分娩
中よりもコミュニケーションをとる時間が少なくな
り，夫婦のすれ違いが起こりやすくなる。特に子ども
と過ごす時間が多く孤立しやすい妻は，一人で育児を
行うことへの不安や，社会から疎外される不安などを
生じやすくなる6）。そのため，本研究結果でも示され
ているが，里帰り分娩を行った夫婦へのサポートは親
族ネットワークによるサポートのみでなく，さまざま
な非親族ネットワークの利用ができるよう支援してい
く必要がある。例えば，行政機関による新生児訪問事
業においても初産婦へのサポートが重要であるといわ
れているが，里帰り分娩をした場合は里帰り分娩の終
了時期の把握が難しく，訪問の遅れや頻度の少なさが
指摘されている3，20）。本研究参加者は，産後６�月と
12�月に希望するサポート源として﹁行政機関からの
サポート﹂を特に妻が挙げており（図２），今後どの
ように里帰り分娩を行う夫婦と行政機関との情報交換
を速やかに簡単に行っていけるのかについての検討が
求められる。そのためにも，里帰り分娩を選択する夫
婦が里帰り分娩後の生活への適応ができる限りスムー
ズに進められるよう産後のサポートについて研究を行
い，夫婦と医療・行政機関の連携について，今後も模
索していく必要があるといえる。
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また育児期のサポート対象者は妻のみとなりがちで
あるが，男女共同参画の視点からも父親として育児を
担っていく夫へのサポートも重要である。例えば，出
産後の父親役割意識を高める夫へのサポートとして久
保らは，夫婦サロンへの参加を提案している18）。本研
究でも夫は全員が正職員であり勤務状況によっては夫
が教室へ参加することが難しい場合もあるだろうが，
夫へのサポートも専門職者からのみならず一般の父親
同士でいつでも気軽に話し合えるパパサークル（一
般社団法人パパフレンド協会）21）や地域コミュニティ

（NPO 法人ファザーリング・ジャパン）22）などの情報
提供も一助になるのではないだろうか。

３．本研究の限界

本研究の限界は，研究参加者が少ないことにより結
果を一般化できない，里帰り分娩中・後のサポート源
やすべての内容（サポートの内容，頻度など）を把握
できていない，先行研究がほとんどなく本研究結果と
比較することができない，が挙げられる。

Ⅵ．結　　　語

現在でも里帰り分娩は多くの夫婦に選択されている
が，里帰り分娩中のみならず里帰り分娩後も産後のサ
ポート源は家族，主に実母であることがわかった。ま
た里帰り分娩後のサポート源は夫婦ともに配偶者が主
となるため，医療者は，里帰り分娩後の夫婦のサポー
トの実際について理解し，専門職者として継続的に適
切な援助を行う一方，里帰り分娩を終えた夫婦に一般
的な産後のサポート源やサービスについて情報提供を
行うことが重要である。
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couples� over� twenty� years� old�who� chose� Satogaeri 

Bunben．The�data� included�support�sources� for�couples�

having�Satogaeri Bunben in�postanatal，at� six︲month�

and�twelve︲month�postpartum．Comparing�the�number�

of�postnatal�support�sources�during�and�after�Satogaeri 

Bunben�（at�six︲month�and�twelve︲month�postpartum），

husbands�reported�that� the�number�of�support�sources�

available� at� six︲month�postpartum�were� significantly�

larger� than� those� at� twelve︲month� postpartum．

Regarding� the� contents� of� supports� desired� after�

Satogaeri Bunben，both�husbands�and�wives�requested�

facilities�and�places�providing�supports�for�childrearing．

The�wife’s�family�remained�a�support�source�for�couples�

long�after�Satogaeri Bunben，but�the�spouse�worked�as�

the�main�source�after�Satogaeri Bunben．Therefore，it�

is�important�that�health�professionals�continue�to�provide�

ongoing� appropriate� supports� and� information� about�

postnatal�supports�and�services．
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